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第１ 監査の概要 

 

 １ 監査実施期間 

   令和４年10月11日から令和５年１月31日まで 

 

 ２ 監査対象団体等 

 （１）区が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給その他の

財政的援助（以下「補助金等」という。）を与えている団体 

 （２）区が資本金その他これに準ずるものの４分の１以上を出資している法

人 

 （３）区が公の施設の管理を行わせている団体 

 （４）上記（１）から（３）の団体等を所管する部局 

 

 ３ 監査対象範囲 

   令和３年度の事業を対象に実施した。 

 

 ４ 監査実施団体及び監査の方法 

 （１）実地監査を行った団体 

    監査実施団体等一覧表の№１から９までの団体を対象に、財政援助等

に係る出納その他の事務の執行が、交付等の目的に沿って、適正かつ効

率的に行われているかどうかについて実地監査を行った。 

    なお、監査実施団体等一覧表の№１から７までの団体については、税

理士に会計書類調査を委託し、その結果を参考とした。 

 （２）書面監査を行った団体 

    監査実施団体等一覧表の№10及び11の団体を対象に、財政援助等に係

る事務が適正に行われているかどうかについて所管部局に対して書面監

査を行った。 
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≪監査実施団体等一覧表≫ 

№ 団体名称 補助金等の名称 
補助金等の額 

（単位：円） 

１ 社会福祉法人 奉優会 高輪区民センター管理運営 48,652,874 

２ 
ＮＣＤグループ 

(※はＮＣＤ麻布グループ) 

浜松町駅北口自転車等駐車場等管理運営 57,678,787 

三河台公園自転車駐車場等管理運営 

（※） 
90,496,168 

白金高輪駅自転車駐車場等管理運営 62,048,302 

田町駅東口自転車等駐車場等管理運営 52,040,287 

３ 
公益財団法人 港区スポーツ

ふれあい文化健康財団 

出資金 500,000,000 

港区スポーツふれあい文化健康財団

に対する助成金 
442,608,875 

麻布区民センター管理運営 39,094,846 

赤坂区民センター管理運営 50,218,298 

芝浦港南区民センター及び台場区民

センター管理運営 
113,315,218 

生涯学習センター管理運営 65,728,384 

青山生涯学習館管理運営 25,316,482 
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４ 

トータルメディア・東急コミ

ュニティーみなと科学館運営

グループ 
みなと科学館管理運営 296,064,367 

５ セントラルスポーツ株式会社 介護予防総合センター管理運営 203,326,502 

６ Ｆｕｎ Ｓｐａｃｅ株式会社 箱根ニコニコ高原学園管理運営 91,546,827 

７ 
社会福祉法人 港区社会福祉

協議会 社会福祉協議会に対する補助金 153,355,549 

８ 港区浴場組合 公衆浴場ふれあいの湯管理運営 24,829,678 

９ 一般財団法人 港区体育協会 体育協会補助金 35,207,069 

10 
特定非営利活動法人みなと障

がい者福祉事業団 外８団体 障害者（児）通所事業運営費等補助金 1,588,000 

11 港区教育研究会 教育研究会研究費補助金 2,423,820 

 

 ５ 監査の主な観点 

 （１）補助金等交付団体 

   ア 所管部局 

   （ア）補助金等の算定額、交付方法、時期、手続き等は適正か。 

   （イ）補助金等の効果及び条件の履行確認は、実績報告等によりなさ

れているか。 

   （ウ）補助金等交付団体への指導監督は、適切に行われているか。 

   イ 団体 

   （ア）補助金等交付申請書の提出及び補助金等の請求は適時に行われ

ているか。 

   （イ）事業は、計画並びに交付条件に従って実施されているか。 

   （ウ）補助金等に係る収支の会計経理は適切か。 
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 （２）出資団体 

   ア 所管部局 

     団体の経営成績及び財政状態が十分に把握され、適切な指導・監督

が行われているか。 

   イ 団体 

   （ア）設立目的（出資目的）に沿った事業運営が行われているか。 

   （イ）会計経理及び財産管理は適正に行われているか。  

   （ウ）経営成績及び財政状態は健全か。 

 （３）公の施設の管理を行わせている団体 

   ア 所管部局 

   （ア）管理運営に関する基本協定、年次協定は、適正に行われている

か。 

   （イ）委託料算定及び委託料支出の方法、時期、手続き等は、適正か。 

   （ウ）指定管理業務の履行の確認は、清算報告書又は実績報告書により

なされているか。 

   （エ）指定管理者への指導監督は、適時かつ適切に行われているか。 

   イ 団体 

   （ア）基本協定、年次協定に基づく義務の履行は適切に行われている

か。 

   （イ）指定管理業務に係る収支の会計経理は適正か。 

   （ウ）指定管理業務に係る出納関係帳簿の記帳は適正か。また、領収書

等の証拠書類の整備、保存は適切か。 

 

 

第２ 監査の結果 

 

 １ 社会福祉法人 奉優会 

                    【所管部局：高輪地区総合支所】 

   区は、社会福祉法人奉優会に対して高輪区民センター管理運営に係る指定

管理料として、4,865万円余を支出した。 

 （１）業務の再委託に係る事務処理について≪指摘事項≫ 

    当該指定管理に係る基本協定書では、事前に区の承認を受けた場合、

指定管理者は業務の一部を第三者に委託することができることとなっ

ているが、指定管理者が再委託した舞台音響設備保守その他３件は、区

が承認する前に再委託先の業者と契約していた。 
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    基本協定は施設の管理・運営に関する基本的事項を区と指定管理者が

締結したものであり、再委託は原則禁止としている。 

    所管課は、再委託の協議があった際は、その説明を十分に求めた上で、

再委託に係る事務処理が適切に行われるよう、指定管理者を指導すべき

である。 

 

 ２ ＮＣＤグループ（ＮＣＤ麻布グループ） 

                     【所管部局：芝地区総合支所】 

   区は、ＮＣＤグループに対して浜松町駅北口自転車等駐車場等管理運営に

係る指定管理料として、5,767万円余を支出した。 

 （１）事業計画の適切な提出について≪意見事項≫ 

    当該指定管理に係る業務基準書では、指定管理者は毎年度開始１か月

前までに事業計画を作成し、区に提出することとなっているが、令和３

年度分の事業計画書が令和３年４月１日付けで提出されていた。 

    業務基準は、施設を適切に管理運営するために定めた基準であり、期

限までに事業計画が提出されていなかったことは甚だ遺憾である。 

    所管課は、業務基準で規定した期限までに事業計画が提出されるよう、

指定管理者を厳重に指導されたい。 

 （２）業務基準で定めた各種様式の作成について≪意見事項≫ 

    当該指定管理に係る業務基準書では、指定管理者は施設等管理責任者

任命報告書（第１号様式）、物品管理責任者任命報告書（第２号様式）及

び保全物品整理簿（第３号様式）を作成することとなっているが、作成

されていなかった。 

    業務基準は、施設を適切に管理運営するために定めた基準であり、各

様式が作成されていなかったことは甚だ遺憾である。 

    所管課は、業務基準で規定した様式が適切に作成されるよう、指定管

理者を厳重に指導されたい。 

 

                     【所管部局：麻布地区総合支所】 

   区は、ＮＣＤ麻布グループに対して三河台公園自転車駐車場等管理運営に

係る指定管理料として、9,049万円余を支出した。 

 （１）事業計画の適切な提出について≪意見事項≫ 

    当該指定管理に係る業務基準書では、指定管理者は毎年度開始１か月

前までに事業計画を作成し、区に提出することとなっているが、令和３

年度分の事業計画書が令和３年４月１日付けで提出されていた。 
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    業務基準は、施設を適切に管理運営するために定めた基準であり、期

限までに事業計画が提出されていなかったことは甚だ遺憾である。 

    所管課は、業務基準で規定した期限までに事業計画が提出されるよう、

指定管理者を厳重に指導されたい。 

 

                     【所管部局：高輪地区総合支所】 

   区は、ＮＣＤグループに対して白金高輪駅自転車駐車場等管理運営に係る

指定管理料として、6,204万円余を支出した。 

 （１）事業計画の適切な提出について≪意見事項≫ 

    当該指定管理に係る業務基準書では、指定管理者は毎年度開始１か月

前までに事業計画を作成し、区に提出することとなっているが、令和３

年度分の事業計画書が令和３年３月30日付けで提出されていた。 

    業務基準は、施設を適切に管理運営するために定めた基準であり、期

限までに事業計画が提出されていなかったことは甚だ遺憾である。 

    所管課は、業務基準で規定した期限までに事業計画が提出されるよう、

指定管理者を厳重に指導されたい。 

 （２）業務基準で定めた各種様式の作成について≪意見事項≫ 

    当該指定管理に係る業務基準書では、指定管理者は施設等管理責任者

任命報告書（第１号様式）、物品管理責任者任命報告書（第２号様式）及

び保全物品整理簿（第３号様式）を作成することとなっているが、作成

されていなかった。 

    業務基準は、施設を適切に管理運営するために定めた基準であり、各

様式が作成されていなかったことは甚だ遺憾である。 

    所管課は、業務基準で規定した様式が適切に作成されるよう、指定管

理者を厳重に指導されたい。 

 

                   【所管部局：芝浦港南地区総合支所】 

   区は、ＮＣＤグループに対して田町駅東口自転車等駐車場等管理運営に係

る指定管理料として、5,204万円余を支出した。 

 （１）事業計画の適切な提出について≪意見事項≫ 

    当該指定管理に係る業務基準書では、指定管理者は毎年度開始１か月

前までに事業計画を作成し、区に提出することとなっているが、令和３

年度分の事業計画書が令和３年４月１日付けで提出されていた。 

    業務基準は、施設を適切に管理運営するために定めた基準であり、期

限までに事業計画が提出されていなかったことは甚だ遺憾である。 
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    所管課は、業務基準で規定した期限までに事業計画が提出されるよう、

指定管理者を厳重に指導されたい。 

 （２）業務基準で定めた各種様式の作成について≪意見事項≫ 

    当該指定管理に係る業務基準書では、指定管理者は施設等管理責任者

任命報告書（第１号様式）、物品管理責任者任命報告書（第２号様式）及

び保全物品整理簿（第３号様式）を作成することとなっているが、作成

されていなかった。 

    業務基準は、施設を適切に管理運営するために定めた基準であり、各

様式が作成されていなかったことは甚だ遺憾である。 

    所管課は、業務基準で規定した様式が適切に作成されるよう、指定管

理者を厳重に指導されたい。 

 

 ３ 公益財団法人 港区スポーツふれあい文化健康財団 

                    【所管部局：麻布地区総合支所】 

   区は、公益財団法人港区スポーツふれあい文化健康財団に対して麻布区民

センター管理運営に係る指定管理料として、3,909万円余を支出した。 

 （１）実績報告書の適切な記載について≪意見事項≫ 

    当該指定管理に係る基本協定書では、指定管理者が区に提出する実績

報告書には職員の構成に係る実績を記載することとなっているが、令和

３年度実績報告書には記載がなかった。 

    所管課は、基本協定で規定した必要項目が漏れなく記載された実績報

告書が定めた期限までに提出されるよう、指定管理者を指導されたい。 

 

                    【所管部局：赤坂地区総合支所】 

   区は、公益財団法人港区スポーツふれあい文化健康財団に対して赤坂区民

センター管理運営に係る指定管理料として、5,021万円余を支出した。 

 （１）領収証書の適切な保管について≪意見事項≫ 

    指定管理者が保管する納付書の領収証書（納付者保管用）について、

令和４年３月29日、30日、31日の赤坂区民センター使用料分が保管され

ておらず、確認できなかった。 

    使用料は区に収入されているが、指定管理者が保管しておくべき書類

が適切に保管されていなかったことは甚だ遺憾である。 

    所管課は、指定管理に係る文書が適切に保管されるよう、指定管理者

を厳重に指導されたい。 
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                   【所管部局：芝浦港南地区総合支所】 

   区は、公益財団法人港区スポーツふれあい文化健康財団に対して芝浦港南

区民センター及び台場区民センター管理運営に係る指定管理料として、１億

1,331万円余を支出した。 

 （１）適切な契約事務について≪指摘事項≫ 

    指定管理者が発注した芝浦港南区民センターの芝浦港南ふれあいま

つり舞台進行業務委託その他２件は、令和３年度に指定管理者において

委託の実施を決定した後に改めて業者から見積書を徴しておらず、実施

の前年度（令和２年度）に令和３年度の予算用に業者から徴した見積書

を採用して見積合わせを行っていた。 

    指定管理者が提出する年間事業計画が区によって承認された後に、実

施（委託する仕様）の決定、見積りの取得、金額等を確認した上で契約

を締結という一連の流れについて、公の施設の管理運営を行う指定管理

者は、区に準じて処理すべきである。 

    所管課は、指定管理業務に係る契約事務が適切に行われるよう、指定

管理者を指導すべきである。 

 （２）適切な契約関係書類の徴取について≪意見事項≫ 

    指定管理者が発注した芝浦港南区民センターの講習室ブラインド不

具合による交換取替工事について、再委託先の業者から徴した請書の日

付が空欄であり、契約締結日が不明であった。また、指定管理者が発注

した芝浦港南区民センターの舞台機構設備保守点検業務委託その他５

件の契約締結に際して、契約先の業者から徴した見積書の日付が空欄で

あり、見積日が不明であった。 

    所管課は、適切な契約関係書類を再委託先や契約先の業者から徴取す

るよう、指定管理者を指導されたい。 

 

                【所管部局：教育委員会事務局教育推進部】 

   区は、公益財団法人港区スポーツふれあい文化健康財団に対して生涯学習

センター管理運営に係る指定管理料として、6,572万円余を支出した。 

 （１）適切な契約変更手続について≪意見事項≫ 

    指定管理者が再委託をしている花壇植替について、再委託先の業者と

書面による契約変更の手続きを経ずに、実施回数を変更していた。 

    変更前に取り交わした契約書の内容が変更になるにもかかわらず、変

更の処理を怠っていたことは甚だ遺憾である。 

    所管課は、契約内容に変更があったときは適切に変更手続をするよう、
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指定管理者を指導されたい。 

 

                【所管部局：教育委員会事務局教育推進部】 

   区は、公益財団法人港区スポーツふれあい文化健康財団に対して青山生涯

学習館管理運営に係る指定管理料として、2,531万円余を支出した。 

 （１）再委託に係る契約について≪意見事項≫ 

    指定管理者が再委託をしている館内の清掃業務について、再委託先の

業者と取り交わした契約書で定めた作業実施月と実際の作業月が一致

していなかった。 

    契約書は当事者間で合意した事実・内容を明確にしたもので、契約内

容を裏付ける重要な証拠である。 

    所管課は、再委託の協議があった際は、その説明を十分に求めた上で、

再委託に係る契約が適切に処理されるよう、指定管理者を指導されたい。 

 

 ４ 港区浴場組合 

                     【所管部局：保健福祉支援部】 

   区は、港区浴場組合に対して公衆浴場ふれあいの湯管理運営に係る指定管

理料として、2,482万円余を支出した。 

 （１）再委託に係る契約について≪意見事項≫ 

    指定管理者が再委託している水質検査、自動ドア保守点検、自動制御

機器装置保守点検、浴槽ろ過循環配管薬品洗浄等保守、調節槽の清掃業

務に係る契約について、再委託先の業者と契約書等の書類を作成してお

らず、契約金額や業務内容が書面上で確認できなかった。 

    契約書は当事者間で合意した事実・内容を明確にしたもので、契約内

容を裏付ける重要な証拠である。 

    所管課は、再委託の協議があった際は、その説明を十分に求めた上で、

再委託に係る契約が適切に処理されるよう、指定管理者を指導されたい。 

 

 ５ 特定非営利活動法人みなと障がい者福祉事業団 外８団体 

                     【所管部局：保健福祉支援部】 

   区は、特定非営利活動法人みなと障がい者福祉事業団 外８団体に対して

障害者（児）通所事業運営費等補助金として、158万円余を支出した。 

 （１）交付申請手続について≪意見事項≫ 

    当該補助金交付要綱では、「社会福祉法人等の長は、補助金交付申請書

を毎年度、健康診査実施後速やかに区長に提出しなければならない。」と
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定めているが、健康診査実施後、約３か月以上経過してから申請されて

いるものが計４団体分あった。 

    「速やかに」の判断には解釈を要するが、例えば、労働安全衛生法に

係る通達（基発0325第１号）では「「速やかに」とは、おおむね２週間以

内をいうものである」とあり、また、電子帳簿保存法の取扱通達（課法

５－４）には「「速やかに」はおおむね７営業日以内と取り扱う」旨が記

載されていることを鑑みても、約３か月以上の経過は「速やかに」とは

言い難い。 

    要綱の規定に基づいた適正な交付申請手続に努められたい。なお、要

綱が申請手続の実態に即していない場合は改正を検討するなど、適切に

処理されたい。 

 

 ６ 指定管理者制度について 

                       【所管部局：企画経営部】 

 （１）指定管理者制度の指導徹底について≪意見事項≫ 

    令和４年度財政援助団体等監査において、指定管理者に対する監査を

実施したところ、基本協定書や業務基準書で定めた項目が遵守されてい

ない事例や適切とは言い難い契約手続が数多く見受けられた。  

    所管課が細心の注意をもって指定管理者を指導することはもちろん

であるが、制度主管である企画経営部区役所改革担当は、各所管課に対

し、業務や経理が適正に執行されるよう指導を行わなければならない。 

    現在、指定管理者制度の運用見直しを図っていることは承知している

が、所管課及び指定管理者が長年の慣行にとらわれることなく、それぞ

れの役割を十分に認識し、より適切に指定管理者制度が運用されるよう、

指導を徹底されたい。 

 


